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除染特別地域（国直轄除染地域）における除染の工程について 

除染後 
空間線量率（１ｍ）：0.36μSv/h 

除染前 
空間線量率（１ｍ）：1.58μSv/h 

除染後 
空間線量率（１ｍ）：0.79μSv/h 

（メモ）市町村除染も基本的に同様と説明。その中で、除染前の事前モニタリングで0.23未満である場合は、除
染はしていないことを説明する（中杉先生「除染と自然減衰との関係はどうなっているのか。事故直後に1mSv
（0.23μSv/h）を若干上回っていた地域などは除染する意義はあるのか。」への回答） 

○写真での説明 

除染前の様子 

屋根雨樋除染の様子 

砕石の敷き直しの様子 

除染後の様子 

○「除染の同意」については、除染の方法や効果への不安等の理由からご了解をいただくことが難しい場面にも
遭遇。繰り返し丁寧に説明することで、ご了解を得る努力をしているところ。 
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住民説明会、現場での立ち会い説明・調整、同意取得、工事監理、発注・変更・精算など 

除染実施計画 
策定・変更 
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除染における施工管理について 

 
 

○除染実施区域における施工管理については、福島県作成の「除染業務に係る技術指針」や「福島県除染作業共通仕様書」を
参考とし、各市町村が管理を実施。 

（福島市の例） 
 ・委託監理員の指導の下、除染作業受託業者が作業前後のモニタリングを実施。また、除染作業が適正に行われているかを確認（各除染作業毎） 
 ・除染作業終了時、福島市による除染作業完了検査の実施（除染作業委託契約毎) 
   ・福島市、委託監理員及び除染作業受託業者による全体ミーティングを実施し、工程管理を行うと共に、施工管理・品質管理の向上を図る（月２回程
度） 

 
 

 

○除染工事においては、現場での施工状況及び受注者の管理状況の検査を実施し、除染の効果を確認。 
○除染工事の監督を、環境省職員（福島環境再生事務所・支所）及び委託監督員の構成で実施。 
○監督職員は、完成検査までに工事の出来形検査資料と現地が一致しているかどうかを確認。 

 
【工事の出来形検査】 

工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来
ばえが、仕様書で定める内容や施工管理基準の規格値等を満たし
ているか現地で確認。 
【施工中の工事の安全管理】 

受注者に責任施工の徹底を求めるとともに、施工中に監督員が現
地安全パトロールを行い、安全管理を実施。 

 
工事管理状況について受注者から提出さ
れた書類、記録、写真等を参考にして検査 
①品質管理（仕様書で定める規格値等） 
②安全管理 
③その他 

竣工図書の提出及び 
その内容の確認 

除染特別地域（国直轄除染地域） 

工事の施工状況の現地確認 工事管理状況の検査 

除染実施区域（市町村除染地域） 
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仮置場について① 
⃝ 除染の実施に当たっては、除去土壌や廃棄物を保管するための仮置場を確保することが必要。 

 

   除染特別地域（国直轄除染地域） 
    行政区（自治会ごと）に設置しているケースが多いが、数箇所に集約している市町村もある。先行除染 
    段階では公有地を確保することが多かったが、本格除染段階では大きな面積の確保が必要なため農 
    地の活用が多くなっている。 
 

   除染実施区域（市町村除染地域） 
    市町村ごとに数カ所に集約しているケース、行政区（自治会）ごとに設置しているケースなど様々。 
    ただし、仮置場の確保が難しく現場保管を行っている場合もある。 

 

⃝ 仮置場確保に当たっては、地権者はもちろんのこと、行政区（自治会）への説明会の実施など関係者への  
丁寧な説明が必須。 

  （説明プロセス例） 
   候補地の選定→地元行政区への説明（区長等への説明、住民説明会）→地権者への説明、周辺住民への説明 

＜仮置場の設置状況（川俣町山木屋地区の例）＞ 

仮置場等の数：213ヶ所 
保管物数：3,154,188袋(１袋は概ね1m3) 

除染特別地域 

除染実施区域 

仮置場の数：775ヶ所 現場保管の数：86,608ヶ所 
保管物数：3,450,720㎥     

（平成27年３月末現在） 

（平成26年12月末現在福島県調べ） 
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管理中及び施工中の仮置場を記載
（左記の管理中仮置場（213ヶ所）に
今後計上予定の仮置場を含む） 



仮置場について② 
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＜広報誌でのお知らせ＞ 

（出典：広報ならは） 

＜住民による仮置場視察＞ 

除染特別地域での取組事例 

除染実施区域での市町村の取組事例 

＜町内会が中心となり決定した仮置場用地の造成風景＞ ＜仮置場現場での住民説明会風景＞ 

（楢葉町での様子） 

（桑折町での様子） （桑折町での様子） 



現場での課題と対応状況 
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（メモ） 

・同意取得：除染実施のためには、関係人の同意取得が不可欠（法第３０条
第2項）であるが、関係人を特定し、同意をいただく作業が一部では困難を

極める場合があるが地道に取り組んでいるところ。除染が終了した地域に
おいても、追加的に関係人の同意が得られた場合は、除染を実施してい
る。 

・仮置場：除染の開始や進捗は仮置場の確保状況に左右されるが、仮置場の
確保には住民のご理解が必要であり、丁寧な説明が求められることから時
間がかかる場合がある。地域の状況に詳しい自治体の方にご協力をいた
だくことで、確保が進む場合が多い。 

（メモ） 

自然減衰等により放射線量が計画当初から変化したことを踏まえて、除染方法も変化していること
から、いかに住民理解を得るかが課題となっている。 

○線量の自然減衰により面的な汚染状況が解消されたことから、実質的に局所除染に移行した市
町村が増加 

○放射線量の自然減衰等により、当初除染を計画した区域においても「調査にて終了」するケース
が増加 

   H26．2時点 13市町村11,542戸 → H27.2時点 20市町村29,484戸 （福島県除染対策課資
料より） 

○局所除染の実施判断に際し、独自の基準を設けている市町村も存在 
・南相馬市：比較的線量の低い地区で各年度ごとに「局所的な汚染箇所とする値」を設定 
・相馬市：比較的線量の低い地区で地上1mで0.23 μ Sv/h 以上かつ地上1cmで1.0μSv/h 以上の箇所
を特定し除染 

○主として住民へのリスクコミュニケーションのため、様々な線量測定手法が用いられている。たと
えば、ガンマカメラ、歩行サーベイ、PSFなど。 

課題 対応状況 

除染の同意取得 

除染の方法や効果への不安等の理由からご了解
をいただくことが難しい場面にも遭遇。繰り返し丁
寧に説明することで、ご了解を得る努力をしている
ところ。 

仮置場の確保及び保管期間の延長 

地元自治体とも相談しながら、丁寧な説明を行う
など必要なプロセスを積み上げて対応をしている
ところ。市町村が主体となって除染を実施する除
染実施区域においては、市町村からのご要望を
踏まえながら環境省も説明会等に参加するなど、
住民のご理解を得る支援を実施している。 

除染の結果や効果の説明 

現場での施行状況及び受注者の管理状況を確認
するとともに、除染実施箇所の事後モニタリングを
実施し、除染の効果が維持されていることを確認。
結果については、住民一軒一軒に報告したり、地
域の除染結果について説明会を実施しているとこ
ろ。 


